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「ビッグデータビジネス」の興隆と
対応すべき課題
大 量 デ ー タ の 高 度 な 活 用 に 向 け て

C O N T E N T S
Ⅰ　「ビッグデータビジネス」の興隆の背景
Ⅱ　ビッグデータで扱うデータの多様化と高度活用の進展
Ⅲ　ビッグデータを活用したビジネスのあり方
Ⅳ　ビッグデータビジネス進展に向けた課題と対応のあり方

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 「ビッグデータビジネス」とは、昨今の革新的な情報・通信技術を活用して大
量のデータ（ビッグデータ）を収集・解析することで、社会・経済の問題解決
を図ることや業務の付加価値を一層高めるための事業を意味し、今後急速な立
ち上がりが予想される。同ビジネスは、時々刻々と変化する消費者の行動や機
器利用・業務付随データなどを、収集・蓄積・分析することで実現される。

2	 ビッグデータの活用により、①もともとのサービス自体の魅力増大、②効率的
な研究開発の実現、③適時適切な情報配信──が進むことが想定される。ま
た、リアルタイムでのフィードバックを個別に行うことが技術的に可能となり
つつあり、経営資源の適切な活用や社会インフラの効率的な整備に有用と考え
られる。

3	 ビッグデータ活用の環境は整備されつつあるものの、その活用支援を事業とし
て成立させるための課題はいまだ多い。利用サイド事業者に対してビッグデー
タ活用の経済合理性の認識を促すビジネスモデルを整備することや、身近な課
題である保有データの不整合の解消を入り口に導入を図ることなど、市場進展
のための工夫が求められる。

4	 ビッグデータビジネスの健全な進展には、ビッグデータを活用できる人材の育
成、およびプライバシーに関連する情報や営業機密といった機微なデータの取
り扱いに関する指針整備や技術的解決が不可欠である。

鈴木良介
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Ⅰ	「ビッグデータビジネス」の
	 興隆の背景

2010年代の情報・通信分野における大きな
潮流の一つとして、「ビッグデータビジネ
ス」の立ち上がりが予想される。

ビッグデータの明瞭な定義はいまだ存在し
ないが、大きく３つの観点から語られること
が多い。

第１は「データサイズ」の観点である。ペ
タバイト（1015）、エクサバイト（1018）と
いった、これまでに取り扱ってきたデータサ
イズを大きく超えるサイズのデータは代表的
なビッグデータといえる。ただし、「ペタバ
イト以上ならばビッグデータ」と言い切れる
ものではなく、従来あるデータ処理の状況下
において一般的であったデータサイズを大き
く上回ることをもってビッグデータと呼ばれ
ることも多い。

第２は「データ把握・収集の頻度」の観点
である。たとえ、把握・収集や処理の対象と
なる個々のデータサイズが極端に大きなもの
でないとしても、データが非常に高い頻度で
把握・収集されるとするならば、その処理に
は従来とは異なる方法が求められる。これ
は、データの解像度の向上とも言い換えられ
る。たとえば、Webサービス提供事業者が、
ユーザーのそれぞれの振る舞い（クリックな
ど）の背後にどのような意図があるのかを分
析するためには、高いデータの解像度が求め
られるのは当然であるし、そのためにはデー
タは高い頻度で把握・収集することが求めら
れる。

第３は「データの多様性」の観点である。
定型的な数値データ、テキストデータにとど

まらず、Webサービスへのユーザーからの
書き込み、膨大な数の監視カメラによって収
集される映像データ、デジタルサイネージ

（電子看板）を閲覧する人の顔写真、位置デ
ータ、各種のセンサーからのデータなど、多
種多様なデータの活用に対する関心も高まっ
ている。これらもビッグデータの一部を構成
する重要な観点である。

このようなビッグデータの位置づけを踏ま
えて本稿では、「ビッグデータビジネス」と
いう言葉を、「昨今の革新的な情報・通信技
術を活用して、ビッグデータを収集・分析す
ることにより、社会・経済の問題解決を図る
ことや、業務の付加価値を一層高めるための
事業」の意に用いる。

過去にも、データ解析から付加価値を生み
出すこのような取り組みは、さまざまな形で
試みられてきた。「データマイニング」「ビジ
ネスインテリジェンス」、あるいは「センサ
ーネットワーク」や「ユビキタスネットワー
ク構想」「ライフログ」なども似たような考
え方のもとに提唱された概念であるといえ
る。しかし、それらのなかには市場拡大に至
っていない概念や現状では活用場面が特殊な
分野に限定されているものも少なくない。

ビッグデータビジネスが興隆する要因は、
データ解析結果を自社事業に役立てようとす
る「利用サイド事業者」、およびデータ解析
のツールやサービスを提供する「提供サイド
事業者」の双方に求めることができる。以下
ではそれぞれの動向を整理する。

1	 利用サイド事業者の動向
利用サイド事業者においてビッグデータを

活用しようという機運が高まっている背景に
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は、事業を推進する際の合理性・効率性の追
求要請がより高いものとなっている点が挙げ
られる。

たとえば、米国には「Data is King」を標
榜し、データ分析に基づく事業の効率化やサ
ービス品質の向上を常に追求し続けている事
業者がいる。苛烈さを増す競争環境のなか
で、このようにより効率的で確実な施策を求
める意向は、ビッグデータビジネスの促進に
つながるであろう。

また、分析対象となりうるデータの飛躍的
な増大と、分析を支援するツール類の充実も、
ビッグデータビジネスを後押しする（図１）。
以下、整備が進みつつあるビッグデータ活用

の環境について述べる。

（1）	 クラウドコンピューティングによる
	 サーバーへのデータ蓄積

第１に、利用サイド事業者におけるクラウ
ドコンピューティング（以下、クラウド）の
利用が進みつつあり、それがビッグデータの
活用を後押しするものと考えられる。なぜな
らば、クラウドの利用環境では、多くのデー
タがサーバーに集約・蓄積されるからであ
る。サーバーにデータを集約・蓄積させるこ
とは、ビッグデータをつくるうえでの基本的
な環境整備である。データの集約と蓄積に際
しては、もちろん、データの整合性をどのよ

図1　ビッグデータビジネスの興隆に関連する要因と新たな動向

データを把握する・収集する データを蓄積する
処理可能な状態にする データを処理・分析する

各種センサー技術の成熟

ミドルウェアとして通信
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注）API：アプリケーション・プログラム・インターフェース、Hadoop：ハドゥープ（第Ⅰ章2節参照）、IaaS：インフラストラクチャー・アズ・ア・サービス、
NoSQL：ノットオンリー SQL、Numpy：ナムパイ（第Ⅰ章2節参照）、OS：基本ソフト、Scipy：サイパイ（第Ⅰ章2節参照）

● PPDM（プライバシー保護データマイ
ニング〈匿名化、秘密計算、再構築計
算〉）

● SDC（統計的開示抑制）
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うに確保するかという課題を事前に解決して
おく必要がある。
「データの収集と分析から自社事業に役立つ
知見を導き出す」という観点は、従来から多
くの事業者が持っていた関心事項であるが、

「サーバーにデータが集約されること」の効
用については、クラウド利用が拡大しつつあ
る昨今にあっては特に注目すべき事項といえ
る。クラウド利用環境下においては、サーバ
ー側へデータが自ずと蓄積されるためであ
る。

（2）	 API公開やAndroid活用による	
	 多種多様なデータの把握・収集

第２に、
● データの把握・収集に関する技術の進展

や製品の充実が進んでいること
● 政府公開データのような二次利用が可能

なデータが増大していること
● グーグルやフェイスブックなどの大規模

Webサービス事業者のAPI（アプリケー
ション・プログラム・インターフェー
ス）公開により、各事業者が利用可能な
データが増大していること

──が挙げられる。
スマートフォン（高機能携帯電話端末）を

含む携帯電話端末の普及と高機能・高性能化
は、データの把握・収集を容易にした好例で
ある。たとえば、GPS（全地球測位システ
ム）機能の搭載により、各端末の位置データ
をリアルタイムで把握することができる。電
子マネー機能を具備することで決済情報の把
握も可能である。さらに、スマートフォンユ
ーザー向けにさまざまなアプリケーションソ
フトの開発と提供が可能となっていること

も、同ソフト開発者にとっては多くの種類の
データを把握・収集することを容易にした。

併せて、グーグルが公開しているOS（基
本ソフトウェア）「Android（アンドロイ
ド）」は、データの効率的な吸い上げが進展
しつつあることの象徴的事例といえるであろ
う。なぜならば、Androidを活用すると、多
くの電子機器が従来と比べ容易にネットワー
クに接続されるようになるからである。たと
えば、Androidは携帯電話端末用のOSとし
て広く知られているが、それにとどまらず、
カーナビゲーションやデジタルフォトフレー
ム、セットトップボックス（多機能受信機）
など、各種の電子機器のOSとして利用され
始めている。これにより、従来パソコンや携
帯電話端末では取得が困難であったより多種
多様なデータがクラウド上に蓄積され、活用
に供されるようになることが期待される。

Webサービスが開示するAPIを介して利用
可能となる各種データや、自らWebサイト
を運営している事業者であれば、自社サイト
を訪問するユーザーのログデータなども、活
用対象とすべきビッグデータの好例である。

（3）	 クラウドのデータ処理・分析のための	
	 計算機資源

第３に、クラウドのようなサービスが、ビ
ッグデータを処理・分析するための計算機資
源として便利かつ安価に利用できるようにな
ったことも、ビッグデータの活用を後押しし
ている。クラウドの登場は、前述した「デー
タ集約・蓄積」のみならず、「データ処理・
分析」にも影響を及ぼしている。

分析対象データと分析に向けた意欲はある
ものの、そのための計算機資源をはじめ設備
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投資の予算が乏しい事業者は少なくない。た
とえば、Webサービスを新たに提供し始め
た事業者でいえば、閲覧者が自社サイト上の
どのページをどのように移動したり、どのペ
ージを長く見ていたりしたかといった「動
線」を詳細に分析したいというニーズがあ
る。このようなニーズに対しクラウドサービ
スは、事業者がデータ分析目的に過大な設備
投資をすることも、分析に多くの時間をかけ
ることもなく大量計算を可能とし、ビッグデ
ータ活用の障壁を低くしたことになる。

2	 提供サイド事業者の動向
ビッグデータを蓄積・分析するためのハー

ドウェア・ソフトウェアの開発や、支援サー
ビスを行う提供サイド事業者においても、ビ
ッグデータビジネスに注力する意向が高まっ
ている。なぜならば、クラウドの登場を契機
に、新しい収益源を開拓する必要性が増大し
ているからである。

提供サイド事業者としては、IT（情報技
術）ベンダーやシステムインテグレーター、
通信事業者などの情報システム開発に関連す
る事業者が該当する。これらの事業者の多く
にとって、取り扱うデータの中身にまで深く
踏み込んだ理解が求められるビッグデータビ
ジネスに関与することは容易ではない。それ
にもかかわらず、同事業者がビッグデータビ
ジネスに注力してこれまでとは異なる収益源
を求める背景にも、クラウドの普及がある。

従来の情報システムやITサービス市場は、
クラウドの利用進展に伴い縮小することが予
想される。クラウドに対する利用サイド事業
者からの期待として、「情報システムにかか
る総費用の低減」が大きい以上、自社での設

置・管理を前提とする情報システムからクラ
ウドを活用する情報システムへの移行時に
は、市場の縮小は避けられないためである。
そのため、提供サイド事業者が事業規模を維
持し成長させるためには、従来は扱ってこな
かったビッグデータ活用のような領域であっ
てもそれを新規事業領域として開拓し、収益
を維持・拡大することが必要になる。

もちろん、市場が全体的に縮小傾向にある
なか、既存の提供サイド事業者が講ずること
のできる施策は、ビッグデータビジネスへの
注力だけではない。顧客を増加させるための

「グローバル展開」や、特定の大手事業者か
ら異業種、中小事業者の市場開拓まで「顧客
セグメントの拡大」を図る方向性もある。

こうしたさまざまな施策のなかでビッグデ
ータビジネスは、「顧客単価の漸減を食い止
めるための施策」と位置づけられる。提供サ
イド事業者が、クラウドの利用・進展に伴っ
て縮小する情報システム部門の予算のみを収
益源とするかぎり、顧客単価の増加には限界
がある。提供サイド事業者は、今後、情報シ
ステム部門以外の事業部門を開拓する必要性
が増す。各事業部門への訴求という観点にお
いても、ビッグデータからの知見の導出は、
汎用性と説得性のある施策と考えられる。

以下に、ビッグデータの活用を促す提供サ
イド事業者による製品の充実や技術開発の具
体的な事例を示す。

まず、数百テラ、ペタバイトクラスのビッ
グデータを蓄積・活用するためのデータウェ
アハウスや、ビッグデータを分析可能な状態
にするためのマスターデータマネジメント

（MDM）関連の技術およびサービスが挙げ
られる。また、ビッグデータを処理する基盤
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ソフトである「Hadoop（ハドゥープ）」や、
プログラミング言語「Python（パイソン）」
の数理分析モジュールである「NumPy（ナ
ムパイ）」「Scipy（サイパイ）」といった数理
的な処理を、安価で強力に推し進めるツール
群も充実しつつある。

また、ビッグデータを高速に処理するため
の技術として、「複合イベント処理（CEP：
Complex Event Processing）」にかかわる技
術にも留意する必要があるだろう。CEPの利
用事例としては、高速での証券取引やクレジ
ットカードの不正利用検知、情報システムの
稼働状況検知などが代表的である。

これらの製品にはIBMやオラクル、日立製
作所などが力を入れている。特にIBMは、か
ねてより本領域に注力してきたことに加え、
昨今提唱している「スマータープラネット」
構想のなかでもその活用事例を示すなど、本
領域における存在感をより高めている。近年
では上述の各社とも、関連するデータ活用事
業のラインアップ整備を進めるべく、他社買
収なども進めている。

次に、データの秘匿と活用を両立させるた
めの技術として、「プライバシー保護データ
マ イ ニ ン グ（PPDM：Privacy Preserving 
Data Mining。匿名化、秘密計算、再構築計
算などの総称）」や「統計的開示抑制（SDC：
Statistical Disclosure Control）」 な ど が あ
る。これらにかかわる研究はビッグデータの
みを念頭に置いているわけではないが、ビッ
グデータに対しても活用が期待される。

2011年当初より、自社の新たな取り組みを
ビッグデータと関連づけて発表する提供サイ
ド事業者も増加しつつあり、製品やサービス
の充実や技術開発は今後より一層進展するこ

とが予想される。

Ⅱ	 ビッグデータで扱うデータの
	 多様化と高度活用の進展

では、ビッグデータの活用からどんな効用
を得ることができるだろうか。以下、「結局
のところ、ビッグデータビジネスが目的とす
るところは何なのか。ビッグデータはどのよ
うに活用しうるものであるのか」という点に
ついて整理したい。

1	 ビッグデータで得られるメリット
ビッグデータ活用やビッグデータビジネス

の効用、すなわち大量データの蓄積・分析で
得られるメリットは、「フィードバック先」
と「リアルタイム性」の２つの視点から整理
することが有効である。

（1）	 フィードバック先の視点

第１のフィードバック先の視点とは、ビッ
グデータの解析結果のフィードバック先が、

①ユーザー個人などの「個別フィードバッ
ク」

②あるサービスの利用者全体などに対する
「系全体フィードバック」

──のどちらなのかということである。た
とえば、ある携帯電話端末ユーザーの位置デ
ータの活用を想定した場合、ユーザーの現在
位置を踏まえ、そのユーザーに対して当該位
置に最適化された情報（たとえば、そのユー
ザーが数時間前にWebで閲覧していた商品
を、近くにある店舗が今まさに割安で販売す
るキャンペーンを実施しているなど）を配信
することが個別へのフィードバックである。
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一方、あるイベント開始前に参加者が会場
近くに集合しているなど、ある時間帯・ある
地点に特定の属性の人がたくさん集まってい
ることを踏まえ、デジタルサイネージのよう
な屋外広告でイベント関連情報を流すといっ
た対応は、系全体フィードバックである。

（2）	 リアルタイム性の視点

第２のリアルタイム性の視点とは、取り扱
うデータが、「ストック（過去の蓄積）型」
なのか「フロー（リアルタイム）型」なのか
である。上述の位置データの例にならえば、
利用している電車の過去１年間の路線データ
に基づいて、ダイヤの乱れに関する情報配信
を最適化することはストック型の活用であ
り、今まさに移動している場所や向かおうと
している場所に基づいて、情報配信を最適化
するのがフロー型といえる。

この２つの例からもわかるように、ストッ
ク型であるかフロー型であるかは相対的で、
きれいに二分できるものではない。上述の例
でいえば、過去のデータ（ダイヤの乱れ）を
どこまで蓄積すればストック型と呼べるのか
の明確な区切りはない。

また、フロー型であればあるほどユーザー
にとって利便性が高まるわけでもなく、分野

（領域）によっては過去情報のストックをき
ちんと分析して結果をフィードバックしたほ
うが、ユーザーにとって利用価値があるケー
スもある。第２のリアルタイム性の視点は、
データの入手から活用までに許されるタイム
ラグともいえる。

以下では、上述の２つの視点で類型化した
ビッグデータの活用事例を概観する（表１）。

2	 ビッグデータ活用事例
（1）	 系全体フィードバック・ストック型

従来から小規模には行われてきた一般的な
データ活用である。自社のWebサイトを訪
問した顧客がどのページを閲覧し、次にどの
ページを閲覧したのかといった過去の一定期
間に蓄積された動線データを分析し、ユーザ
ーが必要とする情報をより容易に取得できる
ようにサイトを改良するといった利用法であ
る。

電子商取引（EC）ではない実際の店舗で
は、POSデータ（販売情報データ）に基づい
て商品の入れ替えや陳列棚の最適化を行って
いるが、このようなデータ分析事例もこのタ
イプに相当する。マーケティングの世界で語
られる「スーパーでＡを買う人の多くは一緒
にＢを買う」といった事例も同様である。

表1　ビッグデータ活用の類型化と具体的な事例

蓄積したデータの分析結果をフィード
バック【ストック型】

データをリアルタイムに分析してフィー
ドバック【フロー型】

系全体フィードバック ● 製品開発
● アルゴリズム改良
● Web動線、陳列棚の配置最適化
　…

● スマートグリッド（次世代送電網）
● スマート～
　…

個別フィードバック ● EC（電子商取引）サイトにおけるリコ
メンデーション（商品推薦）
　…

● 行動ターゲティング広告
● クレジットカードの不正利用検知
● HFT（高頻度トレーディング）
　…

何をもって「リアルタ
イム」とするかは、業
種業態、データの利用
目的によって異なる

1

2

3

4
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（2）	 個別フィードバック・ストック型

ECサイトにおけるリコメンデーション（商
品推薦）が代表的事例である。「これまで○
○を買った人に案内しています」といったも
のである。以前に消費者が買った商品に対し
て、「いらなくなったら売りませんか」とい
う案内も同様の考え方といえる。

この事例でいえば、中古品として売り出し
てくれそうかどうかといった判断や、販売を
促すタイミングを、ECサイトのユーザー全
体の傾向に基づいて分析・検討し、そのうえ
で個々のユーザーに対して働きかけるという
ことが想定される。

（3）	 系全体フィードバック・フロー型

時々刻々と流れてくる大量のデータを収
集・分析し、系全体が調和するように制御し
たり、あるいは系全体の付加価値をより高め
るようにしたりする事例が相当する。典型
が、近年、高い注目を集めているスマートグ
リッド（次世代送電網）やスマートシティな
ど、「スマート」を冠した社会システムにお
けるビッグデータ利用事例である。

たとえばスマートグリッドの場合、電力需
要家である工場・オフィス・世帯が個々に使
用している機器の電力使用量のデータを収集
し、それに太陽光や風力などを含む発電量の
データを加味することで送電網全体の需給を
最適化する。

（4）	 個別フィードバック・フロー型

時々刻々と変化する状況に応じて、適時適
切な情報や対応を個々のユーザーなどに対し
て提供するような事例が相当する。具体的に
は、Webサイトの閲覧状況などを踏まえた

「行動ターゲティング広告」や、HFT（高頻
度トレーディング）に代表される「株式売買
のアルゴリズム取引」が挙げられる。

3	 ビッグデータの活用をより高度化・
	 精密化する技術の進展

前項の（1）から（4）までの事例の傾向を
見ると、（1）の系全体フィードバック・スト
ック型の重要性が低下したわけではなく、相
対的に（4）の個別フィードバック・フロー
型の事例が増えている。（4）は、近年になっ
て降って湧いたニーズでは必ずしもない。収
集・分析対象となるデータが、従来そもそも
取得できなかったり技術的に分析困難であっ
たりしたものが、昨今の技術の進展と普及を
受けて実現可能になりつつあり、それにより
新たなニーズとして捕捉されてきたのであ
る。

従来、（1）の系全体フィードバック・スト
ック型には、（4）の個別フィードバック・フ
ロー型としたほうがより望ましい場合が多
い。そもそも実現したかったことが技術的に
可能になりつつあるためである。

たとえば商品の売れ筋分析の場合、従来
は、一定期間をかけて収集し、定期的に分析
した品目ごとのデータ（販売実績情報）を、
商品の採否や陳列に活かすという利用方法が
一般的であった。しかしながら、個別かつリ
アルタイムでのデータ活用が可能となれば、
店舗の在庫状況や特定商品に対する顧客の関
心（ある陳列棚の前を何度も行き来したり手
に取っていたりするなど）をもとに、その顧
客に対して商品を推薦することも可能となる
であろう。

インターネット広告の配信においては、す
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でに（4）の個別フィードバック・フロー型
のデータ活用が進展している。複数のWeb
サイトを取りまとめ、それらを一つの広告媒
体として提供するサービス（アドネットワー
クサービス）が増加しているが、このサービ
スにおいて提供されている行動ターゲティン
グ広告などが事例として挙げられる。これ
は、一人のネットユーザーが訪問した複数サ
イトの閲覧動向を踏まえ広告を配信するよう
な技術である。

たとえば、複数の新車情報サイトや自動車
ローンのサイトを閲覧しているネットユーザ
ーの場合は自動車購入意欲が比較的高いと推
察される。そのようなユーザーに向けて近く
の自動車販売事業者が、週末に予定している
新車展示会の広告を配信するというようなサ
ービスがすでに実現している。

ストック型とフロー型を分ける視点として
挙げた「フィードバックのリアルタイム性」
は、近年、特に携帯電話向けサービスやイン
ターネット関連サービスできわめて重要なテ
ーマとなっている。140文字以内の「つぶや
き」を発信するサービスである「Twitter

（ツイッター）」は、従来のブログやSNS（ソ
ーシャル・ネットワーキング・サービス）サ
イトへの投稿と比較すると、よりリアルタイ
ム性が高く、新たなマーケティングツールと
して注目されつつある。

同様に注目されるサービスとしては、2010
年以降、米国を中心に急増している位置デー
タを活用するLBS（ロケーション・ベース
ド・サービス）がある。その代表的な事例に
は、「Google Latitude（グーグルラティチュ
ード）」や「foursquare（フォースクエア）」
がある。これらは、自動的に、あるいは自己

申告で得られた位置データに基づき、たとえ
ば待ち合わせをしている知人に現在位置を示
したり、近くの店舗から広告配信を受けられ
たりするといったサービスが提供されてい
る。「友人との待ち合わせ」や「あなたが今
いる場所の近くの店舗の広告」といった基本
的な利用シーンを想定しても、ユーザーの現
在位置に基づき配信されるこのような情報は
適時適切であることが不可欠で、リアルタイ
ム性が求められる。

また、クレジットカードの不正利用検知や
情報システムに対する不正アクセス検知は、
比較的古くから実用化されてきた（4）の個
別フィードバック・フロー型のデータ活用事
例といえる。このように情報セキュリティ強
化のためにビッグデータ活用が進むことも想
定される。たとえば、多数の監視カメラの映
像をリアルタイムで自動解析し、異常があれ
ば管理者に注意喚起を促すような事例などは
このタイプに相当する。このようなサービス
は一部ではすでに実用化されており、今後の
適用拡大が見込まれる。

Ⅲ	 ビッグデータを活用した
	 ビジネスのあり方

1	 利用サイド事業者にとっての
	 ビッグデータ活用の経済合理性

提供サイド事業者は、利用サイド事業者の
ビッグデータの活用を手助けすることで収益
を得ることが期待される。こうした期待に応
えるには、利用サイド事業者に、「ある程度
費用をかけてでも、ビッグデータの活用によ
ってそれに見合うだけの収益向上やコスト削
減が実現される」ことを認識させる必要があ
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る。以下、想定される状況をいくつか例示す
る。

たとえば、家電製品や自動車などの一般的
な機器の利用状況に関するビッグデータを収
集・解析することで、次に当該機器を開発す
る際に適切な課題設定が可能となる。それら
の機器の購入後、ユーザーはどの程度の頻度
で使っているのか、どのような機能や設定を
好んでいるのかといった使用状況を自動的に
収集し、集まったビッグデータの分析を通じ
て全体の使用傾向や課題が把握できるように
なる。そのような取り組みを通して、ときに
は、メーカーがユーザーによかれと思って装
備した機能が使われていなかったり、過剰性
能であったりすることが明らかになる場合も
あるだろう。

一方で、想定外の使われ方をして生じた故
障の原因把握や、あるいは性能を強化すべき
ポイントも見えてくる。こうしたデータ活用
を通じて、メーカー側の見当違いの設計やむ
だに投じられていた開発投資を見直す効果も
期待できる。

また、個々人の趣味や嗜好、行動履歴など
に関するビッグデータの収集・分析は、商品
のきめ細やかな推薦や広告配信の最適化な
ど、マーケティング分野にも活用されよう。
行動ターゲティング技術に象徴される「適切
な人に適切な情報を配信する」という考え方
は、適切な情報配信が売り上げに直結する事
業部門にとっては必須の施策で、今後のビッ
グデータビジネスの進展が特に期待される分
野である。これにより、広告および販売促進
関連費用の効率化が期待される。

広告や販売促進、あるいは各種の研究開発
には、日本国内だけでも数兆円規模の費用が

投じられている。利用サイド事業者にとっ
て、「これらの費用の投資対効果は不明瞭で
はないか」「より効率的な打ち手を講ずるこ
とができるのではないか」という問題意識は
尽きない。これらの妥当性をビッグデータに
基づき検証することには一定の価値が認めら
れるであろう。そのことこそ、ビッグデータ
活用を支援する事業者（提供サイド事業者）
の商機となる。

加えて、直接的な収益につながらなくと
も、機器・サービスの魅力や効率を高めるた
めにビッグデータを活用するという考え方も
重要である。ビッグデータビジネスであって
も原則は収益性の追求であるものの、短期的
には「収益性よりも特定データの収集のほう
が重要」という状況も想定される。これもま
た、中長期的には商品の競争力が強化される
という観点において、経済合理性が期待でき
るものである。

たとえば、電話番号案内のようなサービス
を無料で提供することを通じて、自社が開発
する音声認識アルゴリズムを改善するような
ケースが相当する。アルゴリズム改善を目的
としたサービスでは、収益性よりもアルゴリ
ズム改善のためのデータ収集に重きを置き、
そこで改善されたアルゴリズムをサービスの
競争力向上のために活用し、それにより中長
期的に収益を高めるといったビジネスモデル
が考えられる。

ビッグデータを活用することにより経済合
理性の高い仕組みを構築できることがわかっ
たとしても、現在稼働している仕組みをビッ
グデータ活用型の仕組みに入れ替えること
は、一般的には抵抗が生じやすい。そのよう
な背景もあって、新興国のインフラ整備や情
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報システム、サービスの整備のなかでビッグ
データを活用しようとする取り組みがある。

たとえばノキアは2000年代初頭より、ケニ
アをはじめとする国々で「ノキア・データギ
ャザリングプロジェクト」を推進している。
これは、社会インフラが未成熟な新興国を中
心に、携帯電話を用いたインフラサービスを
提供しようとするプロジェクトである。具体
的には、農業関連情報（農産物の市況や気候
状況など）の配信や感染症予防のためのデー
タ収集と配信、国勢調査の実施支援といった
サービスを提供しつつ、こうした領域のビッ
グデータを収集し、展開可能な知見を導出し
ようとしている。これは、経済合理性をより
打ち出しやすい国や顧客に対してビッグデー
タ活用型のサービスを提供しようとする好例
といえる。

上述の事例からもわかるように、ビッグデ
ータを「活用する」段階になると、情報シス
テム部門の所掌範囲を超えて事業そのものと
密接に関係する。情報・通信技術はこの数十
年、利用サイド事業者の業務効率化に寄与し
てきた。しかし、こうした効率化を超えた新
しい付加価値の提供と支援の領域においては
いまだ十分な役割を果たしきれていない。今
後ビッグデータビジネスが進むことで、情
報・通信技術がこの新しい領域に付加価値を
提供しうるものと考えられる。

2	 経済合理性を明確に示すビジネス
	 モデルや仕組みの導入

提供サイド事業者が、利用サイド事業者に
対してビッグデータ活用の経済合理性をより
明確に示すには、ビジネスモデルを洗練させ
る必要がある。ビッグデータの活用を促す状

況変化は、前節までに論じた個別の技術や製
品の進展にとどまらない。ビッグデータを

「つくる」ためにデータをサーバーに効率的
に集約するビジネスモデルや仕組みをつくり
上げることが、ビッグデータ活用を促進する
うえでは重要になる。その事例として、「通
信の隠蔽」と「ゼロクリックサービス」につ
いて説明する。

● 通信の隠蔽
通信の隠蔽とは、ユーザーが通信サービス

を受ける際に費用やリテラシー（読み書き能
力）などさまざまな負担から解放され、自由
自在かつ無意識にサービスが利用できるよう
にする仕組みである。言い換えれば、「通信
サービス利用に伴う費用の隠蔽」や「通信サ
ービス利用に伴う契約や設定・操作負担の隠
蔽」である。

● ゼロクリックサービス
ゼロクリックサービスとは、利用者がデー

タをサーバーに送るための手続きを一切せず
にすむようにする仕組みである。通信の隠蔽
と併せて提供されることで、人々の持つデー
タを、端末からサーバーへ集約させるプロセ
スにおいて大きな効果を発揮する。なぜなら
ば、ユーザーが意識しないまま生じた通信の
料金をユーザーに課すことは困難だからであ
り、したがって、ゼロクリックサービスは通
信の隠蔽のもとで提供されるのが自然である。

通信の隠蔽の具体例としては、Amazon.
com（アマゾン・ドット・コム）の「Kindle

（キンドル）」端末を用いた電子書籍サービス
が挙げられる（図２）。



67「ビッグデータビジネス」の興隆と対応すべき課題

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Kindle端末のユーザーは、同社のサーバー
にある大量の電子書籍から希望するコンテン
ツを、おおむねいつでもどこからでもダウン
ロードして閲覧できる。このようなサービス
が可能なのは、Kindle端末が携帯電話網対応
の通信モジュールを内蔵し、かつ通信費用を
Amazon.comが負担しているからである。ユ
ーザーは、通信契約の必要もなければダウン
ロードに伴う通信費用も直接には負担しな
い。すなわち、ユーザーは通信サービスに伴
う負担を何も感じず通信の存在すら意識する
ことなく、読書という効用のみを手軽に享受
できるのである。
「ビッグデータをつくる」という観点がより
明確な事例としては、2010年から開始された
Kindleの付随サービス「Popular Highlights

（ポピュラーハイライト）」が参考となる。こ
れは、ユーザー（読者）が電子書籍を読みな
がら文章に引いた下線の箇所を他のユーザー

と共有する仕組みである。
このサービスを導入した結果、Amazon.

comは「大勢の読者が面白いと感じた文章の
ビッグデータ」を保持することが可能になっ
た。「ある本のなかでみんなが面白いと感じ
た一節」に関する情報は、書籍販売上、ある
いは新規出版計画を立案する際にきわめて有
用と考えられる。このようなサービスは、通
信が隠蔽された形で提供されていたために容
易に開始できたといえよう。

一方、ゼロクリックサービスの事例として
は「Eye-Fi（アイファイ）」が挙げられる。
Eye-Fiは、Wi-Fi（無線LAN）接続機能を備
えた外部記憶媒体（SDカード）で、デジタ
ルカメラで撮影した写真や動画を、オンライ
ンフォトアルバムなどに自動的にアップロー
ドしてくれる。初期設定をすればユーザーは
撮影する以外の余計な作業を一切せず、「撮
影した写真が自動的にサーバーにアップロー

図2　Amazon.com（アマゾン・ドット・コム）の電子書籍サービスにおけるビジネスモデル（「通信の隠蔽」
　　 の事例）

注）簡略化するため、電子書籍の権利者（著者）に関する記載などは省略している
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ドされる」という効用を得る。その結果、大
量の画像データが容易にサーバーに蓄積され
ることになる（図３）。

クラウドと各種端末とをより円滑に連携さ
せてビッグデータの活用につなげていくため
には、通信の隠蔽やゼロクリックサービスと
いった仕組みを適用することが重要であるこ
とを、Amazon.comのKindle端末の電子書籍
サービス、およびEye-Fiのデジタルフォトの
アップロードサービスの事例で見た。

これらからもわかるように、クラウド上に
さまざまなビッグデータが収集・蓄積される
ためには、パソコンや携帯電話端末にかぎら
ず、さまざまな機器がクラウドに接続可能な
状態であることが求められる。なぜならば、
ある機器とその機器が取り扱えるデータとは
強く結びついているため、多種多様なデータ
を得るには、パソコンや携帯電話端末などの
汎用機器だけでは不十分だからである。

電子書籍端末やデジタルカメラ、あるいは

デジタルフォトフレームのような多種多様な
機器がクラウドと連携するに当たっては、ユ
ーザー（特に一般消費者）が積極的にそれぞ
れの機器に対してデータの送信を設定し、通
信費用を負担することは想定しにくい。その
ため、本節で紹介したような通信の隠蔽なら
びにゼロクリックサービスといった観点を踏
まえた仕組みづくりが必要となる。

3	 データ活用環境に関する現状の
	 不整合を踏まえた事業化

ビッグデータの利用サイド事業者に対し
て、提供サイド事業者がビッグデータの関連
ツールやサービスを提供する場合の訴求方法
としては、データ活用の不整合の改善を目的
とした事業も想定される。

すでに蓄積してあるデータを活用しようと
しても、「データが分析可能な状態で蓄積さ
れていない」ケースは多い。たとえば、顧客
コードや製品コードが部門やエリアによって

図3　「Eye-Fi（アイファイ）」のサービスモデル（「ゼロクリックサービス」の事例）

デジタルカメラで撮影された写真は、WiFi
（無線LAN）接続を介して、一度Eye-Fiのサー
バーに送られ、その後、あらかじめ設定さ
れたオンラインフォトアルバムサービスな
どにアップロードされる

撮影した写真・映像

WiFi（無線LAN）圏内

Eye-Fiのサーバー

メモリーカードと通信
機器を兼ねたEye-Fi
カード（SDカード）

オンラインフォトアルバムサービス

デジタルカメラ



69「ビッグデータビジネス」の興隆と対応すべき課題

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

不統一であるような状況である。このような
データがいくら大量にあっても「ゴミはいく
ら集めてもしょせんゴミ」であり、そこから
有用な知見を導出するのはきわめて困難であ
る。

整合の取れていないそうしたデータを、分
析可能な状態に整理するサービスも登場して
い る。 前 述 のMDMが そ の 一 例 で あ る。
MDMは、利用サイド事業者が取り扱うさま
ざまな種類のデータを一元的に管理できるよ
うに加工するサービスである。データの高度
活用を提供しようとする提供サイド事業者の
なかには、まずはMDMでデータの整合性を
確保し、そののちに業務に活用可能な知見を
導出するための仕組みを提供するなど、段階
的に売り込みの強化をしようと考えるところ
もある。

Ⅳ	 ビッグデータビジネス進展に
	 向けた課題と対応のあり方

1	 最大の阻害要因は人材不足
ビッグデータの活用が促進されるなかにあ

って大きな阻害要因となっているのは、「人
材」不足である。ビッグデータの収集・分
析・活用を主導できる人材、すなわち統計学
や情報科学のリテラシーに富む人材の数が不
足している。

きわめて大量のデータを前にしたとき、全
員が「ここから何らかの有用な知見を得られ
るのではないか」という期待を抱くわけでは
ない。極端にいえば、「日本人全国民の過去
一年間の購買状況」といったデータが仮に存
在したとしても、それらのデータを前にして
知見導出の可能性を感じる人は少なく、大半

の人は途方に暮れてしまうであろう。
利用サイド事業者の立場であれば、「それ

ならば専門家に外注すればよいではないか」
という発想が出てこよう。しかし、情報シス
テム構築の外注と同様、目的に沿った成果を
得るには、発注側（利用サイド事業者）に最
低限の知識・スキル（技能）・リテラシーが
必要であり、それがなければ何をどのように
外注してよいのかすら判断できない。外注先
と円滑なやり取りをする人材にも事欠くとい
うのが、一般的な利用サイド事業者の状況と
思われる。

利用サイド事業者に、ビッグデータの活用
ができる人材がほとんどいないという現状に
鑑みると、まずは社内に、「この方向でデー
タ解析をしてみよう」「この部分は外部の専
門家に深掘りしてもらおう」と考えることの
できる人材を増やすための、地道な裾野拡大
が求められる。

たとえば、パソコンで用いる解析ソフトの
インターフェースを、利用サイド事業者の社
員にとって親しみのあるデザインにすること
も有用であろう。統計分析に慣れていない社
員の底上げを図るためには、その社員がふだ
ん用いている一般的な表計算ソフトの付属機
能・改良機能として簡便な分析機能を提供す
ることなども、対応策の一例として想定でき
る。

また、提供サイド事業者の立場であれば、
上述した利用サイド事業者側の人材不足の状
況を踏まえた形での機器やサービスの提供が
不可欠であり、それは商機でもある。しかし
ながら、提供サイド事業者の多くも統計分析
や数理モデリングを担う人材は不足してい
る。
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このことに関連しては、米国の事例となる
が、グーグルのチーフエコノミストであるハ
ル・ヴァリアン（Hal Varian）氏が2009年の
インタビューのなかで、「今後10年間でセク
シーな職業は統計家である」と語っている注1。
また、シリコンバレーでは、「Hadoopが使え
て統計リテラシーがある人材」は、創業した
ばかりのベンチャー事業者から大手事業者ま
で広く募集対象とされる人気職種となるなど
の動向もうかがわれ、提供サイド事業者にお
いてすでに人材の奪い合いが始まっている様
子が見て取れる。

2	 次の課題はプライバシー・
	 機密情報の不正利用対策

ビッグデータビジネスが進展していく過程
では、プライバシーや営業機密の取り扱いが
大きな課題となる。

プライバシーに関連するデータとしては、
年齢・性別・職業などの属性、趣味や嗜好に
関するデータ、資産状況や健康状態に関する
データ、居住地・連絡先、あるいはコンテン
ツの閲覧および購買の履歴などが想定され
る。

たとえば、GPS機能付き携帯電話端末から
収集・蓄積された個人の移動情報や行き先の
データが悪用されると、個々人の日常の行動
パターンが他人に知られ、尾行などに悪用さ
れてしまうおそれがある。

また、個々のデータについては利用者自身
が開示を許可したものであっても、複数のデ
ータが関連づけられることで利用者本人が望
まない事実までもが知られてしまうことも懸
念事項といえる。

さらに、データの取得や公開・流通が容易

になるなかで、データ取得者自身には悪意が
なくても、そのデータが公開されることで不
利益を被る人が出てくる可能性もある。こう
した懸念はかねてより指摘されている。たと
えば、「たまたま通りすがった人が、たまた
ま記録した内容には時刻と場所がスタンプさ
れている。人々が、自分のもつ、自分にとっ
ては何の意味もない情報に対して低額でアク
セス権を認めるということは十分考えられ
る。これを利用して、時刻と場所の指定によ
りサーチをかける。集まった『断片』をつな
いで再構成すれば、欲しい情報が手にはいる
ことになる。（中略）結果、日常の何気ない
所作すら、どのような形で収集され、誰かへ
の情報として流れていくかわからないという
事態を招くことになるのではないか」注2と
いう懸念が、1999年にすでに示されている。
これは、把握・収集可能なデータが増大して
いる現状にあって、まさに懸念されるべき事
項といえるだろう。

ビッグデータビジネスを健全に推進してい
くには、これらの懸念を解消しつつ、データ
分析の成果を享受できるように対策を講じて
いくことが必要となる。これには万能の施策
はなく、個々の施策の積み重ねが求められる
ところであるが、近年検討が進められている
対策のうち、以下に、「環境オプトイン」と

「 プ ラ イ バ シ ー 保 護 デ ー タ マ イ ニ ン グ
（PPDM）」の２つの概要を示す。

● 環境オプトイン
データの取得に関する制度的な対策として

環境オプトインに関する研究が進められてい
る。環境オプトインとは「特定の環境におい
て、誰もが『この事業者は、プライバシーに
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配慮して、安心安全にパーソナル情報を取り
あつかっていること』が判る合意形成」注3

とされている。
たとえば、ある店舗に設置された監視カメ

ラの映像を分析してマーケティングに用いる
ような場合には、店舗の入り口にその旨をあ
らかじめ掲示しておくべきとする考え方であ
る。この考え方はいまだ検討段階にあるが、
こうしたことへの制度的な対策は必要になる
だろう。

● プライバシー保護データマイニング
次に、ビッグデータの活用段階にも求めら

れる対策が想定される。一例に、データ分析
の結果得られた知見をプライバシーや営業機
密を守りつつも活用しようとする際の技術的
対策として、プライバシー保護データマイニ
ングに関する研究がある。データマイニング
をしつつも、一人ひとりのプライバシーは保
護したいという、一見相反するようなテーマ
について、2000年以降、学術レベルでの検討
が進められている注4。

本技術の活用によって、「個々人のプライ
バシーが暴露されることは一切ないが、それ
らのデータに基づく全体動向については共有
できる」といった形でのデータ活用が技術的
に可能になることが期待されており、今後の
研究の進展を注視する必要がある。

以上、述べてきたように、ビッグデータビ
ジネスは事業的にも技術的にも大きな可能性
を秘める一方で、高いチャレンジ要素（課
題）を包含しており、産業界全般で進むクラ
ウド利用と併せて、2010年代の情報・通信分
野における注目すべきテーマの一つになると

考えられる。
ビッグデータビジネスの健全な進展には、

ビッグデータを活用できる人材の育成、およ
びプライバシーに関連する情報や営業機密と
いった機微なデータの取り扱いに関する指針
整備や技術的解決が不可欠である。ただし、
機微なデータの取り扱いへの配慮は必要では
あるものの、配慮のあまり、ビッグデータの
活用を全く控えてしまうこともまた、事業の
推進や社会システムを効率的に整備していく
うえで不健全である。困難ではあるものの、
ビッグデータの活用と保護を両輪として進め
ていくことが求められる。

注
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